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同和偏重の人権教育・啓発の抜本的見直しをもとめる
―立花町匿名連続はがき事件にかかわる人権連の提言―
　提言

1、 エセ同和行為を再発させないために、「根深い差別」と称しての同和偏重の押し付け人権啓発・教育のあり方を抜本的に改めること

2、 一般行政内での同和特別施策をすみやかに終結させること

３、福岡県として今回の不祥事の温床となっている背景を真摯に検証し、再発を防止すること

　提言の理由

２００３年１２月から今年１月まで合計４４通の差別的内容の匿名はがき・封書を立花町役場などに送り、被害者として福岡県や立花町に「連続差別ハガキ事件対策会議」を設置させ、自ら講演・研修のネタにするなど、行政を巻き込み「自作自演」の劇場型差別事件を演出した同町嘱託職員（５２歳）が、７月７日、福岡県警に偽計業務妨害の疑いで逮捕されました。
　この事件は、１９８３年８月に兵庫県篠山町（当時）で発生した部落解放同盟支部長（住民から告発され自殺）の「落書き事件」を彷彿させる非常識極まりない出来事です。善意で人権の尊重、人権意識の向上に努める市民、行政職員、教職員たちを愚弄する破廉恥な行為で、社会的にも容認できない仕業として指弾されなければなりません。
　解放同盟福岡県連の７月８日の「緊急声明」によれば、「同盟員である彼が組織の社会的信頼を失墜させ、同盟内部を混乱させた」としています。新聞報道では「容疑者は０２年に臨時職員として採用され、同和対策などを担当。『採用を継続させるためにやった』と容疑」を認めています。
　５年半に及ぶ部落差別の自作自演劇の背景には、福岡県や市町村の同和最優先の偏重した人権教育・啓発があります。いまひとつは、国の同和特別対策が終了したにもかかわらず、解放同盟は依然として差別は根強く残存しているとして同和対策事業の限りない継続のために、「人権擁護（人権侵害救済）法案」の制定を要求しており、そのために殊更に差別の存在を誇張し、差別を売り物にしてきた組織的体質が、今回のような差別捏造の温床になっていることです。さらには、県や市町村にみられる解放同盟追従の人権・同和行政が色濃く残っていることです。いまでも市民、住民はこと「人権・同和」に関して自由な考え、本音の発言が日常的に封印されている状況にあります。

このことが容疑者をして「同和を騙れば」「被差別者を演ずれば」、行政内で無理が通ると錯覚し、「エセ同和行為」を誘発するバックボーンになっていると指摘しなければなりません。
私たち人権連は全解連当時から作者不詳の落書きや匿名の投書に対しては、「社会問題にしない」「器物破損等の告発」によって行為者の卑劣な意図・目的を阻止できると強調してきました。相手のわからない落書きや投書を騒げば騒ぐほど、行為者の意図・目的を達成することになり、社会的解決に逆行するだけです。

今後、このような不祥事を再発させないためには、「根深い差別」と称しての同和偏重の押し付け人権啓発・教育のあり方を抜本的に改め、一般行政内での同和特別施策をすみやかに終結させることです。
以上、立花町匿名差別はがき事件にかかわって、福岡県の同和偏重の人権教育・啓発の抜本的見直しをもとめるものです。

以上

　

